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論文の 内 容 の 要 旨

従業員はステークホルダーの一員であると共に、企業活動の担い手である。本論文は、企業の社会的責任

(Corporate Social Responsibility，以下 CSR)への関心の高まりの中で、このような立場にある従業員に焦点を

あてて、ステークホルダーに対する情報開示のあり方と CSR活動を推進させるための仕組みについて提言

を行うものであるc 具体的には、①CSR活動と企業への信頼形成との関係、②開示すべき CSR活動情報の

内容、③従業員の CSR活動の促進要因について、仮説モデル等を提示し実証分析を通じて総合的に考察し

ている口

本論文は 6つの章から構成され、以下のような成果が得られている。

第 l章は序論である。本研究の位置づけを明らかにし、研究呂的・方法・期待される貢献についてまとめ

ている。

第 2章では CSR活動と信頼形成、 CSRコミュニケーションに関する先行研究をレビューした上で、本論

文が検討すべき 3つの研究課題を提示している。

第3章では lつ自の研究課題である CSR活動と企業の信頼形成の関係の解明を行っている。当該領域に

ついてはすでに多くの先行研究があるが、特に形成要因の一つである「意図jの概念が多義的であり測定尺

度にも課題が残ることが指摘されている。本論文では、先行研究の議論を踏まえた上で、「意図jの概念を「配

慮度Jと「手続き公正度Jに精綴化した新しいモデルを提示し、実証分析を通じてその妥当性を検討した。

その結果、提案モデルの方がデータとの適合度も高く、ステークホルダーの信頼形成をより説明できること

が確認されている D

第4章では 2つ自の研究課題である、企業がステークホルダーである従業員に対して開示すべき CSR活

動に関する情報の特定化を行っている。当該課題については企業や社会からの要請が大きいことから、国や

NPOが中心となって既にいくつかのガイドラインが提示されている。しかし、これらのガイドラインの効

果について学術的な考察は行われていない。本論文では、先行研究や世界各国で活用されている実務的ガイ

ドラインの内容を精査し、開示すべき情報の核となる要素の導出とその開示度を測定する項目を特定化して
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いる。作成した測定項目は統計的な分析を通じて予測妥当性が高いこと、また、企業の CSR担当者へのヒ

ヤリング調査を通じて実務的にも有用であることが確認されている。

第 5章では 3つ自の研究課題である、企業の CSR活動の担い手である従業員の CSR活動の促進要因の解

明を行っている。具体的には、 4章で導出した CSR活動の開示すべき情報の理解度の他、 CSR研究領域、心

理学、組織行動等における先行研究の知見を路まえて、独自の CSR活動の因果モデルを提示している。実

証分析を通じて仮定した密果関係は統計的に有意であること、 CSR活動の促進には 4章で提示した情報開示

だけでなく、所属組織の CSR志向を示す組織的規範評価の影響が大きい等、学術的だけでなく企業組織体

制のあり方に関する知見も得られている。

第 6章では、以上の研究を通じて得られた成果をまとめると共に、ステークホルダーに対する情報開示の

あり方と従業員の CSR活動を推進するための仕組みについて総合的に考察し、本研究における学術的貢献

と金業実務への示唆を展開している。

審査の 結 果 の 要 旨

本論文が対象としている課題は、社会的重要性が高いものの、研究蓄積が浅く、学術的検討が急務となっ

ている。著者は企業においてステークホルダ一向けの CSRコミュニケーションに関する業務に従事してき

た経験から、極めて実務的重要性の高い実践的な問題意識に基づいて研究課題を設定している。その姿勢は、

関連する領域の先行研究を広範にサーベイし、先行研究の成果を活かしながらも著者独自の視点を提案する

だけでなく、ステークホルダーの一員であると同時に CSR活動の担い手でもある従業員に着目し、 CSR活

動の推進体制jや情報開示のあり方について、学術的側面だけでなく、実務的に適用可能な結果を導き出そう

とする研究スタイルにも反映されている。その点は社会人の博士論文研究として評価できる。一方で、実際

のデータ収集の国難さから、 CSR報告書を発行している企業の従業員に対象が限定されていること、 CSR情

報を開示する媒体や企業の特性についての検討がなされてないこと等の限界もある。しかしながら、本論文

は当該研究領域における基礎的な研究として一定の成果を収めており、得られた知見は上述のように学術的

にも実務的にも有用である。よって、本論文は経営学領域の博士論文として十分な要件を充たしているもの

と判断する。

論文審査委員会による最終試験を平成 23年8月4日に実施し、全員一致で合格と判定した。

よって、著者は、博士(経営学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める口
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